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洞爺湖町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例新旧対照表（第１条関係） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） （期末手当） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在において、議員報酬の月額

及びその議員報酬の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額に

１００分の２２５を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の給与に関する条

例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号。以下「給与条例」という。）

第２１条第２項に規定する在職期間の区分に応じた割合を乗じて得た

額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在において、議員報酬の月額

及びその議員報酬の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額に

１００分の２１５を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の給与に関する条

例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号。以下「給与条例」という。）

第２１条第２項に規定する在職期間の区分に応じた割合を乗じて得た

額とする。 

 

洞爺湖町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例新旧対照表（第２条関係） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） （期末手当） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在において、議員報酬の月額

及びその議員報酬の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額に

１００分の２２０を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の給与に関する条

例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号。以下「給与条例」という。）

第２１条第２項に規定する在職期間の区分に応じた割合を乗じて得た

額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在において、議員報酬の月額

及びその議員報酬の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額に

１００分の２２５を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の給与に関する条

例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号。以下「給与条例」という。）

第２１条第２項に規定する在職期間の区分に応じた割合を乗じて得た

額とする。 
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洞爺湖町特別職の職員の給与等に関する条例新旧対照表（第１条関係） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） 

第４条 略 

２ 前項の期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退任した者に

あっては、退任した日現在）において特別職が受けるべき給料の

月額及び給料の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額

に、１００分の２２５を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の給与に

関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号）の適用を受ける

職員（以下「一般職の職員」という。）の例により在職期間の区

分に応じた割合を乗じて得た額とする。 

 

（期末手当） 

第４条 略 

２ 前項の期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退任した者に

あっては、退任した日現在）において特別職が受けるべき給料の

月額及び給料の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額

に、１００分の２１５を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の給与に

関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号）の適用を受ける

職員（以下「一般職の職員」という。）の例により在職期間の区

分に応じた割合を乗じて得た額とする。 

 

洞爺湖町特別職の職員の給与等に関する条例新旧対照表（第２条関係）  

改   正   案 現       行 

（期末手当） 

第４条 略 

２ 前項の期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退任した者に

あっては、退任した日現在）において特別職が受けるべき給料の

月額及び給料の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額

に、１００分の２２０を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の給与に

関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号）の適用を受ける

職員（以下「一般職の職員」という。）の例により在職期間の区

分に応じた割合を乗じて得た額とする。 

（期末手当） 

第４条 略 

２ 前項の期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退任した者に

あっては、退任した日現在）において特別職が受けるべき給料の

月額及び給料の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額

に、１００分の２２５を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の給与に

関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号）の適用を受ける

職員（以下「一般職の職員」という。）の例により在職期間の区

分に応じた割合を乗じて得た額とする。 
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洞爺湖町職員の給与に関する条例新旧対照表（第１条） 

改   正   案 現       行 

（勤勉手当） 

第２４条 略 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定める割合を乗じて得

た額とする。この場合において、勤勉手当の額の、次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはな

らない。 

⑴ 第１項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当

基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡し

た日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額

を加算した額に、６月に支給する場合には１００分の９５、１２

月に支給する場合には１００分の１０５を乗じて得た額の総額 

⑵ 第１項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当基礎

額に、６月に支給する場合には１００分の４５、１２月に支給す

る場合には１００分の５０を乗じて得た額の総額 

３～５ 略 

 

（勤勉手当） 

第２４条 略 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定める割合を乗じて得

た額とする。この場合において、勤勉手当の額の、次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはな

らない。 

⑴ 第１項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当

基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡し

た日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額

を加算した額に１００分の９５を乗じて得た額の総額 

 

⑵ 第１項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当基礎

額に１００分の４５を乗じて得た額の総額 

 

３～５ 略 
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洞爺湖町職員の給与に関する条例新旧対照表（第２条） 

改   正   案 現       行 

（勤勉手当） 

第２４条 略 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定める割合を乗じて得

た額とする。この場合において、勤勉手当の額の、次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはな

らない。 

⑴ 第１項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当

基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡し

た日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額

を加算した額に１００分の１００を乗じて得た額の総額 

 

⑵ 第１項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当基礎

額に１００分の４７．５を乗じて得た額の総額 

 

３～５ 略 

 

（勤勉手当） 

第２４条 略 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定める割合を乗じて得

た額とする。この場合において、勤勉手当の額の、次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはな

らない。 

⑴ 第１項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当

基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡し

た日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額

を加算した額に、６月に支給する場合には１００分の９５、１２

月に支給する場合には１００分の１０５を乗じて得た額の総額 

⑵ 第１項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当基礎

額に、６月に支給する場合には１００分の４５、１２月に支給す

る場合には１００分の５０を乗じて得た額の総額 

３～５ 略 
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洞爺湖町会計年度任用職員の給与等に関する条例新旧対照表（第２条） 

改   正   案 現       行 

（給料決定の基準） 

第５条 略 

２及び３ 略 

４ パートタイム会計年度任用職員のうち給料に相当する報酬を日額

で定める者に支給する給料に相当する報酬の額は、適用される給料

表の額を２１で除して得た額に、町長が別に定める勤務時間数を

７．７５で除して得た数を乗じて得た額とする。 

５ パートタイム会計年度任用職員のうち給料に相当する報酬を時

間額で定める者に支給する給料に相当する報酬の額は、適用される

給料表の額を１６２．７５で除して得た額とする。 

 

（給料決定の基準） 

第５条 略 

２及び３ 略 

４ パートタイム会計年度任用職員のうち給料に相当する報酬を日額

で定める者に支給する給料に相当する報酬の額は、適用される給料

表の額を２２で除して得た額に、町長が別に定める勤務時間数を

７．７５で除して得た数を乗じて得た額とする。 

５ パートタイム会計年度任用職員のうち給料に相当する報酬を時

間額で定める者に支給する給料に相当する報酬の額は、適用される

給料表の額を１７０．５で除して得た額とする。 
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洞爺湖町議会議員及び洞爺湖町長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例新旧対照表 

改   正   案 現       行 

（選挙運動用自動車の使用の公費負担額及び支払手続） 

第４条 町は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）が同

条の契約に基づき当該契約の相手方である一般乗用旅客自動車運送事

業者その他の者（以下「一般乗用旅客自動車運送事業者等」という。）

に支払うべき金額のうち、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定

める金額を、第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、

当該一般乗用旅客自動車運送事業者等からの請求に基づき、当該一般

乗用旅客自動車運送事業者等に対し支払う。 

⑴ 略 

⑵ 当該契約が一般運送契約以外の契約である場合 次に掲げる区分

に応じ、それぞれに定める金額 

ア 当該契約が選挙運動用自動車の借入契約（以下「自動車借入契

約」という。）である場合 当該選挙運動用自動車（同一の日に

おいて自動車借入契約により２台以上の選挙運動用自動車が使用

される場合には、当該候補者が指定するいずれか１台の選挙運動

用自動車に限る。）のそれぞれにつき、選挙運動用自動車として

使用された各日についてその使用に対し支払うべき金額（当該金

額が１６，１００円を超える場合には、１６，１００円）の合計

金額 

イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃料の供給に関する契約である

場合 当該契約に基づき当該選挙運動用自動車に供給した燃料の

代金（当該選挙運動用自動車（これに代わり使用される他の選挙

（選挙運動用自動車の使用の公費負担額及び支払手続） 

第４条 町は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）が同

条の契約に基づき当該契約の相手方である一般乗用旅客自動車運送事

業者その他の者（以下「一般乗用旅客自動車運送事業者等」という。）

に支払うべき金額のうち、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定

める金額を、第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、

当該一般乗用旅客自動車運送事業者等からの請求に基づき、当該一般

乗用旅客自動車運送事業者等に対し支払う。 

⑴ 略 

⑵ 当該契約が一般運送契約以外の契約である場合 次に掲げる区分

に応じ、それぞれに定める金額 

ア 当該契約が選挙運動用自動車の借入契約（以下「自動車借入契

約」という。）である場合 当該選挙運動用自動車（同一の日に

おいて自動車借入契約により２台以上の選挙運動用自動車が使用

される場合には、当該候補者が指定するいずれか１台の選挙運動

用自動車に限る。）のそれぞれにつき、選挙運動用自動車として

使用された各日についてその使用に対し支払うべき金額（当該金

額が１５，８００円を超える場合には、１５，８００円）の合計

金額 

イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃料の供給に関する契約である

場合 当該契約に基づき当該選挙運動用自動車に供給した燃料の

代金（当該選挙運動用自動車（これに代わり使用される他の選挙
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運動用自動車を含む。）が既に前条の規定による届出に係る契約

に基づき供給を受けた燃料の代金と合算して、７，７００円に当

該候補者につき法第８６条の４第１項、第２項、第５項、第６項

又は第８項の規定による候補者の届出のあった日から当該選挙の

期日の前日までの日数から前号の契約が締結されている日数を除

いた日数を乗じて得た金額に達するまでの部分の金額であること

につき、委員会が定めるところにより、当該候補者からの申請に

基づき、委員会が確認したものに限る。） 

ウ 略 

 

（選挙運動用ビラの作成の公費負担額及び支払手続） 

第８条 町は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）が同

条の契約に基づき当該契約の相手方であるビラの作成を業とする者に

支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ビラ

の１枚当たりの作成単価（当該作成単価が７円７３銭を超える場合に

は、７円７３銭）に当該選挙運動用ビラの作成枚数（当該候補者を通

じて、法第１４２条第１項第７号に定める枚数の範囲内のものである

ことにつき、委員会の定めるところにより、当該候補者からの申請に

基づき、委員会が確認したものに限る。）を乗じて得た金額（１円未

満の端数がある場合には、その端数は１円とする。）を、第６条後段

において準用する第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限

り、当該ビラの作成を業とする者からの請求に基づき、当該ビラの作

成を業とする者に対し支払う。 

 

 

運動用自動車を含む。）が既に前条の規定による届出に係る契約

に基づき供給を受けた燃料の代金と合算して、７，５６０円に当

該候補者につき法第８６条の４第１項、第２項、第５項、第６項

又は第８項の規定による候補者の届出のあった日から当該選挙の

期日の前日までの日数から前号の契約が締結されている日数を除

いた日数を乗じて得た金額に達するまでの部分の金額であること

につき、委員会が定めるところにより、当該候補者からの申請に

基づき、委員会が確認したものに限る。） 

ウ 略 

 

（選挙運動用ビラの作成の公費負担額及び支払手続） 

第８条 町は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）が同

条の契約に基づき当該契約の相手方であるビラの作成を業とする者に

支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ビラ

の１枚当たりの作成単価（当該作成単価が７円５１銭を超える場合に

は、７円５１銭）に当該選挙運動用ビラの作成枚数（当該候補者を通

じて、法第１４２条第１項第７号に定める枚数の範囲内のものである

ことにつき、委員会の定めるところにより、当該候補者からの申請に

基づき、委員会が確認したものに限る。）を乗じて得た金額（１円未

満の端数がある場合には、その端数は１円とする。）を、第６条後段

において準用する第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限

り、当該ビラの作成を業とする者からの請求に基づき、当該ビラの作

成を業とする者に対し支払う。 
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（選挙運動用ポスターの作成の公費負担額及び支払手続） 

第１１条 町は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）が

同条の契約に基づき当該契約の相手方であるポスターの作成を業とす

る者に支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動

用ポスターの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、５４１円３１

銭に当該選挙におけるポスター掲示場の数を乗じて得た金額に７０，

０００円を加えた金額を当該選挙におけるポスター掲示場の数で除し

て得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数は１円とする。）

を超える場合には、当該除して得た金額）に当該選挙運動用ポスター

の作成枚数（当該候補者を通じて当該選挙におけるポスター掲示場の

数に相当する数の範囲内のものであることにつき、委員会が定めると

ころにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認したもの

に限る。）を乗じて得た金額を、第９条後段において準用する第２条

ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該ポスターの作成

を業とする者からの請求に基づき、当該ポスターの作成を業とする者

に対し支払う。 

 

（選挙運動用ポスターの作成の公費負担額及び支払手続） 

第１１条 町は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）が

同条の契約に基づき当該契約の相手方であるポスターの作成を業とす

る者に支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動

用ポスターの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、５２５円６銭

に当該選挙におけるポスター掲示場の数を乗じて得た金額に７０，０

００円を加えた金額を当該選挙におけるポスター掲示場の数で除して

得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数は１円とする。）

を超える場合には、当該除して得た金額）に当該選挙運動用ポスター

の作成枚数（当該候補者を通じて当該選挙におけるポスター掲示場の

数に相当する数の範囲内のものであることにつき、委員会が定めると

ころにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認したもの

に限る。）を乗じて得た金額を、第９条後段において準用する第２条

ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該ポスターの作成

を業とする者からの請求に基づき、当該ポスターの作成を業とする者

に対し支払う。 
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洞爺湖町洞爺いこいの家条例新旧対照表 

改   正   案 現     行 

別表（第９条関係） 

  利用料金 

１ 入館料 

（１）入館料 

区分 利用料金 摘要 

大人 ４８０円 中学生以上 

略 略 略 

  注 略 

 （２）回数券 

区分 利用料金 摘要 

大人 ４,８００円 中学生以上 

略 略 略 

  注１ 略 

 

２ 略 

別表（第９条関係） 

  利用料金 

１ 入館料 

 （１）入館料 

区分 利用料金 摘要 

大人 ４５０円 中学生以上 

略 略 略 

 注 略 

 （２）回数券 

区分 利用料金 摘要 

大人 ４,５００円 中学生以上 

略 略 略 

 注１ 略 

 

２ 略 
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洞爺湖町一般入浴事業に関する条例新旧対照表 

改   正   案 現       行 

（入浴券の購入等） 

第５条 略 

２ 入浴券は回数券とし、入浴券の種類及び入浴券の料金（以下「入浴

料」という。）は、次のとおりとする。 

⑴ 大人（中学生以上） １０回券１綴り ４，８００円 

 ⑵及び⑶ 略 

３ 略 

 

（入浴券の購入等） 

第５条 略 

２ 入浴券は回数券とし、入浴券の種類及び入浴券の料金（以下「入浴 

料」という。）は、次のとおりとする。 

⑴ 大人（中学生以上） １０回券１綴り ４，５００円 

 ⑵及び⑶ 略 

３ 略 

 

洞爺湖町高齢者入浴助成事業に関する条例新旧対照表 

改   正   案 現       行 

（利用者に対する助成） 

第５条 町は、入浴施設を利用する高齢者（以下「利用者」という。）

の入浴料４２０円に対して、２７０円を助成するものとする。 

２ 略 

 

（入浴施設への支払） 

第６条 町は、入浴施設に対し、１回当たり４２０円の入浴料を支払う

ものとする。 

 

（利用者に対する助成） 

第５条 町は、入浴施設を利用する高齢者（以下「利用者」という。）

の入浴料３９０円に対して、２４０円を助成するものとする。 

２ 略 

 

（入浴施設への支払） 

第６条 町は、入浴施設に対し、１回当たり３９０円の入浴料を支払う

ものとする。 
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洞爺湖町乳幼児等医療費助成に関する条例新旧対照表 

改   正   案 現       行 

洞爺湖町子ども医療費助成に関する条例 洞爺湖町乳幼児等医療費助成に関する条例 

  

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、子ども医療費の一部をその保護者に助成すること

により、家庭における医療費の負担を軽減するとともに、疾病の早期

診断と早期治療を促進し、もって子どもの保健の向上と福祉の増進を

図ることを目的とする。 

第１条 この条例は、乳幼児等医療費の一部をその保護者に助成するこ

とにより、家庭における医療費の負担を軽減するとともに、疾病の早

期診断と早期治療を促進し、もって乳幼児等の保健の向上と福祉の増

進を図ることを目的とする。 

  

（用語の定義） （用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義はそれぞれ当

該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義はそれぞれ当

該各号に定めるところによる。 

⑴ 「子ども」とは、満１８歳に達する日（誕生日の前日）以後の最初

の３月３１日までの者をいう。 

⑴ 「乳幼児等」とは、満１５歳に達する日（誕生日の前日）以後の最

初の３月３１日までの者をいう。 

⑵ 「保護者」とは、子どもの親権を行う者、後見人その他の者で現に

子どもを監護する者をいう。 

⑵  「保護者」とは、乳幼児等の親権を行う者、後見人その他の者で現 

に乳幼児等を養育する者をいう。 

２～５ 略 ２～５ 略 

  

（受給資格者） （受給資格者） 

第３条 この条例に定める受給の対象となる者（以下「受給資格者」と 第３条 この条例に定める受給の対象となる者（以下「受給資格者」と 
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いう。）は、医療保険各法の規定による被保険者若しくは被扶養者であ

り、かつ洞爺湖町の区域内に住所を有する世帯に属する子ども又は国民

健康保険法第１１６条の２の規定により洞爺湖町の区域内に住所を有

するとみなされた子どもとする。ただし、次の各号に該当するものは除

くものとする。 

いう。）は、医療保険各法の規定による被保険者若しくは被扶養者であ

り、かつ洞爺湖町の区域内に住所を有する世帯に属する乳幼児等又は国

民健康保険法第１１１６条の２の規定により洞爺湖町の区域内に住所

を有するとみなされた乳幼児等とする。ただし、次の各号に該当するも

のは除くものとする。 

⑴ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている

子ども 

⑴ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている

乳幼児等 

⑵ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号に

規定する措置により、小規模住居型児童養育事業を行う者若しくは里

親に委託され、又は児童福祉施設に入所している子ども 

⑵ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号に

規定する措置により、小規模住居型児童養育事業を行う者若しくは里

親に委託され、又は児童福祉施設に入所している乳幼児等 

⑶  国民健康保険法第１１６条の２の規定により洞爺湖町以外の区域

内に住所を有するとみなされた子ども 

⑶ 国民健康保険法第１１６条の２の規定により洞爺湖町以外の区域

内に住所を有するとみなされた乳幼児等 

  

（助成の範囲） （助成の範囲） 

第５条 町長は、医療保険各法による被保険者及び被扶養者であって、

洞爺湖町の区域に住所を有する世帯（生活保護法による被保護世帯を

除く。）に属する子どもに係る医療費から受給者が負担すべき食事療

養標準負担額及び付加給付される額を控除して得た額（以下「助成額」

という。）を保護者に対して助成する。 

第５条 町長は、医療保険各法による被保険者及び被扶養者であって、

洞爺湖町の区域に住所を有する世帯（生活保護法による被保護世帯を

除く。）に属する乳幼児等に係る医療費から受給者が負担すべき食事

療養標準負担額及び付加給付される額を控除して得た額（以下「助成

額」という。）を保護者に対して助成する。 

 

-13-



 

洞爺湖町重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費の助成に関する条例新旧対照表 

改   正   案 現       行 

洞爺湖町重度心身障がい者及びひとり親家庭等医療費の助成に

関する条例 

洞爺湖町重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費の助成に関

する条例 

  

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、重度心身障がい者並びにひとり親家庭等の母又は

父及び児童に対し、医療費の一部を助成することによって保健の向上

に資するとともに福祉の増進を図ることを目的とする。 

第１条 この条例は、重度心身障害者並びにひとり親家庭等の母又は父

及び児童に対し、医療費の一部を助成することによって保健の向上に

資するとともに福祉の増進を図ることを目的とする。 

  

（定義） （定義） 

第２条 この条例において「重度心身障がい者」とは、次の各号のいず

れかに該当するものをいう。 

第２条 この条例において「重度心身障害者」とは、次の各号のいずれ

かに該当するものをいう。 

⑴ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の

規定により身体障害者身障手帳（以下「身障手帳」という。）の交付

を受けた者（以下「身体障がい者」という。）であって、身体障害者

福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に掲げる

１級、２級及び３級（心臓、じん臓若しくは呼吸器又はぼうこう若し

くは直腸、小腸、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫若しくは肝臓の機

能の障がいに限る。）に該当する者 

⑴ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の

規定により身体障害者身障手帳（以下「身障手帳」という。）の交付

を受けた者（以下「身体障害者」という。）であって、身体障害者福

祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に掲げる１

級、２級及び３級（心臓、じん臓若しくは呼吸器又はぼうこう若しく

は直腸、小腸、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫若しくは肝臓の機能

の障害に限る。）に該当する者 

⑵ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１２条第１項に規定す

る児童相談所（以下「児童相談所」という。）、知的障害者福祉法（昭 

⑵ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１２条に規定する児童

相談所（以下「児童相談所」という。）、知的障害者福祉法（昭和３ 
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和３５年法律第３７号）第１２条第１項に規定する知的障害者更生

相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法

律第１２３号。以下「精神保健福祉法」という。）第６条第１項に

規定する精神保健福祉センター又は精神科を標ぼうする医療機関の

医師において重度の知的障がい（知能指数がおおむね３５以下又は

肢体不自由、盲、ろうあ等の障がいを有する者については知能指数

がおおむね５０以下であって、日常生活において介護を必要とする

者）と判定され、又は診断された者 

５年法律第３７号）第１２条に規定する知的障害者更生相談所、精

神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号。以下「精神保健福祉法」という。）第６条第１項に規定する精

神保健福祉センター又は精神科を標ぼうする医療機関の医師におい

て重度の知的障害（知能指数がおおむね３５以下又は肢体不自由、

盲、ろうあ等の障害を有する者については知能指数がおおむね５０

以下であって、日常生活において介護を必要とする者）と判定され、

又は診断された者 

⑶ 精神保健福祉法第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉

手帳（以下「精神保健手帳」という。）の交付を受けた者（以下「精

神障がい者」という。）であって、精神保健福祉法施行令（昭和２５

年政令第１５５号）第６条第３項に掲げる１級に該当する者 

⑶ 精神保健福祉法第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉

手帳（以下「精神保健手帳」という。）の交付を受けた者（以下「精

神障害者」という。）であって、精神保健福祉法施行令（昭和２５年

政令第１５５号）第６条第３項に掲げる１級に該当する者 

２ この条例において「ひとり親家庭等の母又は父及び児童」の「母」、

「父」及び「児童」とは、次の各号に該当する者をいう。 

２ この条例において「ひとり親家庭等の母又は父及び児童」の「母」、

「父」及び「児童」とは、次の各号に該当する者をいう。 

⑴ 「母」とは、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１

２９号）第６条第１項に規定する配偶者のない女子であって、生活保

護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けていない者のう

ち、次のいずれかに該当する者であること。 

⑴ 「母」とは、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１

２９号）第６条第１項に規定する配偶者のない女子であって、生活保

護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けていない者のう

ち、次のいずれかに該当する者であること。 

ア １８歳に達した日の属する年度の末日までの間にある者を扶養

又は監護している者 

ア １８歳に達した日の属する年度の末日までの間にある者を扶養

又は養育している者 

イ 略 イ 略 

⑵ 略 ⑵ 略 

⑶ 「児童」とは、次のいずれかに該当する者であること。 ⑶ 「児童」とは、次のいずれかに該当する者であること。 
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ア ひとり親家庭の母又は父に現に扶養され、若しくは監護され、

又は両親の死亡、行方不明等により他の家庭で現に扶養されてい

る１８歳に達した日の属する年度の末日までの間にある者（引き

続いて特別支援学校の高等部（専攻科を除く。）に在学する者に

あっては在学する期間を含む。） 

ア ひとり親家庭の母又は父に現に扶養され、若しくは養育され、

又は両親の死亡、行方不明等により他の家庭で現に扶養されてい

る１８歳に達した日の属する年度の末日までの間にある者（引き

続いて特別支援学校の高等部（専攻科を除く。）に在学する者に

あっては在学する期間を含む。） 

イ 略 イ 略 

３～９ 略  ３～９ 略 

  

（助成の対象） （助成の対象） 

第３条 町長は、洞爺湖町の区域内に住所を有する者若しくは国民健康

保険法第１１６条の２の規定により洞爺湖町の区域内に住所を有する

とみなされた者（以下「国保住所地特例者」という。）又は高確法第

５５条の規定により洞爺湖町の区域内に住所を有していたと認められ

て後期高齢者医療の被保険者とされた者若しくは国保住所地特例者で

あったが高確法第５５条の２の規定により後期高齢者医療の被保険者

とされた者で、医療保険各法による被保険者若しくは組合員又は被扶

養者である重度心身障がい者並びにひとり親家庭の母又は父及び児童

であって、次の各号のいずれにも該当しない者に対し、当該重度心身

障がい者並びにひとり親家庭の母又は父及び児童に係る疾病及び負傷

の医療に関する経費（重度心身障がい者のうち精神障がい者にあって

は、入院に係るものを除き、ひとり親家庭等の母又は父にあっては、

入院及び指定訪問看護に係るものに限る。）について助成する。 

第３条 町長は、洞爺湖町の区域内に住所を有する者若しくは国民健康

保険法第１１６条の２の規定により洞爺湖町の区域内に住所を有する

とみなされた者（以下「国保住所地特例者」という。）又は高確法第

５５条の規定により洞爺湖町の区域内に住所を有していたと認められ

て後期高齢者医療の被保険者とされた者若しくは国保住所地特例者で

あったが高確法第５５条の２の規定により後期高齢者医療の被保険者

とされた者で、医療保険各法による被保険者若しくは組合員又は被扶

養者である重度心身障害者並びにひとり親家庭の母又は父及び児童で

あって、次の各号のいずれにも該当しない者に対し、当該重度心身障

害者並びにひとり親家庭の母又は父及び児童に係る疾病及び負傷の医

療に関する経費（重度心身障害者のうち精神障害者にあっては、入院

に係るものを除き、ひとり親家庭等の母又は父にあっては、入院及び

指定訪問看護に係るものに限る。）について助成する。 

⑴及び⑵ 略 ⑴及び⑵ 略 
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⑶ 重度心身障がい者で、次のいずれかに該当する者 ⑶ 重度心身障害者で、次のいずれかに該当する者（満１５歳に達する

日（誕生日の前日）以後の最初の３月３１日までの者（以下「満１５

歳までの者」という。）は、除く。） 

ア 所得の額が、洞爺湖町重度心身障がい者及びひとり親家庭等医

療費の助成に関する条例施行規則（平成１８年洞爺湖町規則第５

１号。以下「規則」という。）で定める額以上であること。 

ア 所得の額が、洞爺湖町重度心身障害者及びひとり親家庭等医療

費の助成に関する条例施行規則（平成１８年洞爺湖町規則第５１

号。以下「規則」という。）で定める額以上であること。 

イ 重度心身障がい者の生計を主として維持する配偶者又は民法

（明治２９年法律第８９号）第８７７条第１項に定める扶養義務

者（以下「扶養義務者」という。）の所得の額が、規則で定める

額以上であること。 

イ 重度心身障害者の生計を主として維持する配偶者又は民法（明 

治２９年法律第８９号）第８７７条第１項に定める扶養義務者（以 

下「扶養義務者」という。）の所得の額が、規則で定める額以上で 

あること。 

ウ及びエ 略 ウ及びエ 略 

⑷ ひとり親家庭等の母又は父及び児童で、次のいずれかに該当する者 ⑷ ひとり親家庭等の母又は父及び児童で、次のいずれかに該当する者

（満１５歳までの者は、除く。） 

ア～エ 略 ア～エ 略 

⑸ 略 ⑸ 略 

  

（助成の額） （助成の額） 

第４条 医療に関する経費の助成の額は、医療費から受給者が負担すべ

き一部負担金及び基本利用料並びに食事療養標準負担額、生活療養標

準負担額及び付加給付の額を控除して得た額とする。ただし、満１８

歳までの者にあっては、一部負担金及び基本利用料は控除しないもの

とする。 

第４条 医療に関する経費の助成の額は、医療費から受給者が負担すべ

き一部負担金及び基本利用料並びに食事療養標準負担額、生活療養標

準負担額及び付加給付の額を控除して得た額とする。ただし、満１５

歳までの者にあっては、一部負担金及び基本利用料は控除しないもの

とする。 

２ 略 ２ 略 
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洞爺湖町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関する条例新旧対照表 

改   正   案 現       行 

 

（利用者負担額） 

第３条 法第２７条第３項第２号、第２８条第２項各号、第２９条第３

項第２号又は第３０条第２項各号及び法附則第９条第１項各号に規定

する政令で定める額を限度として当該教育・保育給付認定保護者の属

する世帯の所得の状況その他の事情を勘案して町が定める利用者負担

額は、零とする。 

２ 法附則第６条第４項に規定する家計に与える影響を考慮して特定保

育所における保育に係る保育認定子どもの年齢等に応じて定める額

は、零とする。 

 

 

  

 

 

  

 

（委任） 

第４条 略 

 

 

（利用者負担額） 

第３条 法第２７条第３項第２号、第２８条第２項各号、第２９条第３

項第２号又は第３０条第２項各号及び法附則第９条第１項各号に規定

する政令で定める額を限度として当該教育・保育給付認定保護者の属

する世帯の所得の状況その他の事情を勘案して町が定める利用者負担

額は、当該政令で定める額を限度として規則で定める額とする。 

２ 法附則第６条第４項に規定する家計に与える影響を考慮して特定保

育所における保育に係る保育認定子どもの年齢等に応じて定める額

は、規則で定める。 

 

（利用者負担額の徴収） 

第４条 略 

 

（利用者負担額の減免） 

第５条 略 

 

（委任） 

第６条 略 
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指定管理者議案説明資料 

施設の名称 洞爺湖町月浦運動公園 

施設の所在地 虻田郡洞爺湖町月浦４４番地４２ 

選 定 方 法 
洞爺湖町公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例 

第３条第１項(公募による選定) 

１．施設の概要 

設 置 条 例 洞爺湖町月浦運動公園条例 

設 置 目 的 
町民にスポーツに楽しむ場所を提供するとともに、スポーツを通じた人々の交

流を促進し、もって町民の心身の健全な発達及び観光振興を図る。 

施設の事業内容 

１．月浦運動公園の利用の許可に関する業務 

２．月浦運動公園の施設等及び附属設備の維持管理に関する業務 

３．月浦運動公園及び附帯設備の利用に係る料金の収受に関する業務 

４．その他、条例の目的を達成するために必要な業務 

現在の管理者 特定非営利活動法人洞爺にぎわいネットワーク 

管 理 運 営 費 5,350,000円 

２．指定管理者として指定する団体の概要 

名   称 特定非営利活動法人洞爺にぎわいネットワーク 

所 在 地 北海道虻田郡洞爺湖町洞爺湖温泉１３３番地７ 

代 表 者 名 理事長  福 井 政 吉 

設 立 年 月 日 平成１４年５月２４日 

設 立 目 的 

洞爺湖町及び周辺地域に対して住民ネットワークによるまちづくり、ホスピタ

リティー運動の推進など地域住民が主体となって、地域活性化に関する事業を

行い、まちづくりに寄与することを目的とする。目的を達成するため、次に掲

げる種類の特定非営利活動を行う。 

⑴ まちづくりの推進を図る活動 

⑵ 文化、芸術又は、スポーツの振興を図る活動 

⑶ 環境の保全を図る活動 

⑷ 子供の健全育成を図る活動 

⑸ その他必要な事業 

資 本 金 資産総額 1,814,862円 

職 員 数 正職員２人  臨時職員８人   

事 業 概 要 

１．西山・金比羅火口散策路管理業務 

２．花装飾メンテナンス業務 

３．ワンストップサポート事業 

４．サミット記念館(ジオパーク資料館)管理業務 

５．火山市民ネット交流事業 

６．足湯清掃業務 

決   算 

令和 3年度収支 

 ⑴ 収入 25,585,768円(当期収入 14,543,121円、前期繰越金 11,042,647円) 

 ⑵ 支出 13,669,440円 

 ⑶ 差引 11,916,328円(預金：伊達信用金庫洞爺温泉支店) 
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３．指定期間 

  令和５年４月１日 から 令和１０年３月３１日 まで 

４．事業計画 

項   目 事  業  内  容 

施設の管理運営 

洞爺湖町月浦運動公園条例並びに指定管理者業務仕様内容に沿って、多くの利

用促進に努め、日頃から保守点検、補修及び清掃等を行い最良の状態を維持し、

快適に利用できるよう努める。 

効率的な運営 
洞爺にぎわいネットワークの事務所を窓口に、スポーツ団体・観光団体と連携

し、ワンストップサポート事業の実績や経験を運営に反映させる。 

苦 情 処 理 

苦情の原因を的確に捉え対応し、職員間での情報共有化を図る等再発防止に努

める。また、隣接の洞爺湖温泉小学校の学校運営を優先し、生徒の安全対策等

を事前に学校と話し合い協同で取り組む。 

緊急時の対応 
業務従事者は、救命士講習を受講するほか、救急箱やＡＥＤ等を整備し、応急

措置、町への報告、消防・医療機関への通報を迅速及び的確に行う。 

事故防止の取組み 
施設の利用者及び入場者には、事前の注意喚起を図り指導するとともに、万が

一事故が発生した際は、緊急時対応を迅速に行う。 

個人情報保護 情報保管には細心の注意を払うほか、業務従事者への指導に努める。 

達 成 目 標 
洞爺湖温泉の利点を最大限に活かし、コンサドーレ札幌と協同でプロ、アマを

問わない新たなスポーツ観光並びに人材育成のモデルケースを作り上げる。 

広 報 宣 伝 

観光協会や旅館組合等と協力した誘致活動等を積極的に展開し、ホームページ

での情報発信及び利用者側に立った申請のしやすさの追求、コンサドーレ札幌

や今まで交流をもっているサッカーチームや学校などと一緒に事業開催を取り

組み、洞爺湖の良さをアピールできる様々な企画・イベントをしていく。 

地域への貢献 

少子化に伴い、団体スポーツが出来なくなって活動がままならない子供達にも

プロとの交流の場を設ける等、夢を持って可能性を実感してもらえる活動にし

ていく。 

そ の 他 指定管理者業務仕様書を遵守し、適切な管理運営業務を遂行する。 

５．収支計画                                （単位：千円） 

項   目 
金 額(消費税及び地方消費税を含む。) 

5年度 6年度 7年度 ８年度 ９年度 合 計 

収 入 5,350 5,350 5,350 5,350 5,350 26,750 

 指定管理料 4,300 4,300 4,300 4,300 4,300 21,500 

利 用 料 金 1,050 1,050 1,050 1,050 1,050 5,250 

その他収入 0 0 0 0 0 0 

支 出 5,350 5,350 5,350 5,350 5,350 26,750 

※指定管理料の合計額が、債務負担行為設定額となる。 
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